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地域医療介護総合確保基金の対象事業

１-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業

１-2 地域医療構想の達成に向けた病床数又は病床の機能の変更に関する事業

２ 居宅等における医療の提供に関する事業

３ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等）

４ 医療従事者の確保に関する事業

５ 介護従事者の確保に関する事業

６ 勤務医の働き方改革の支援に関する事業

都道府県計画及び市町村計画（基金事業計画）

○ 基金に関する基本的事項
・公正かつ透明なプロセスの確保（関係者の意見を反映させる仕組みの整備）
・事業主体間の公平性など公正性・透明性の確保
・診療報酬・介護報酬等との役割分担

○ 都道府県計画及び市町村計画の基本的な記載事項
医療介護総合確保区域の設定※1 ／ 目標と計画期間（原則１年間） ／
事業の内容、費用の額等 ／ 事業の評価方法※2
※1 都道府県は、二次医療圏及び老人福祉圏域を念頭に置きつつ、地域の実情を踏

まえて設定。市町村は、日常生活圏域を念頭に設定。
※2 都道府県は、市町村の協力を得つつ、事業の事後評価等を実施

国は都道府県の事業を検証し、基金の配分等に活用

○ 都道府県は市町村計画の事業をとりまとめて、都道府県計画を作成

地域医療介護総合確保基金の概要
○ 団塊の世代が75歳以上となる2025年を展望すれば、病床の機能分化・連携、在宅医療・介護の推進、医療・介護従事者の確保・勤務環境の改善等、
「効率的かつ質の高い医療提供体制の構築」と「地域包括ケアシステムの構築」が急務の課題。
○ このため、平成26年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医療介護総合確保基金）を創設し、各都道府県に設置。各都道府県は、
都道府県計画を作成し、当該計画に基づき事業を実施。

令和５（2023）年度政府予算案：公費で1,763億円（医療分 1,029億円、介護分734億円）

2



0238643
テキストボックス
3



令和４（2022）年度事業の執行状況（医療分）

4

事業区分 令和４年度
執行計画額

令和４年度
執行実績額
(執行率）

（ 参考 ）
令和３年度実績

１-1  地域医療構想の達成に向けた医療機関
の施設又は設備の整備に関する事業

10.4億円 5.4億円
（51.9%）

12.8億円
（62.6%）

１-2 地域医療構想の達成に向けた病床数又
は病床の機能の変更に関する事業 3.6億円 0.6億円

（16.6%）
－

２ 居宅等における医療の提供に関する事業 0.9億円 0.7億円
（77.7%）

0.5億円
（64.8%）

４ 医療従事者の確保に関する事業 9.3億円 8.4億円
（90.3%）

8.0億円
（88.2%）

６ 勤務医の働き方改革の支援に関する事業 0.6億円 0.2億円
（33.3%）

0億円
（0%）

合計 24.8億円 15.3億円
（61.7%）

21.3億円
（69.4%）

（注）金額は、区分毎に表示未満を四捨五入した値。



令和４（2022）年度事業の実施状況（医療分）
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主な事業の実施状況
（アウトプット）

医療機能分化・連携推進事業【No.1】

① 回復期病床へ機能転換する際の施設整備への補助：１施設（56床）※Ｒ３～５
② 回復期病床へ機能転換する際の設備整備及びスタッフ確保への補助：２施設（133床）

※うち１施設はＲ３～４
③ 回復期以外の病床を減少させるために必要な経費への補助：１施設（40床）※Ｒ４～５
④ 複数の医療機関で機能転換等に取り組むための施設設備整備への補助：１施設(35床）※病床削減

事業の成果
（アウトカム）

主な指標】

基金による病床機能転換整備の実績（年度別・地域別の内訳は次ページのとおり）

• 回復期病床への機能転換数（①・②事業活用）：令和４年度 13床、累計（H26～R4年度）457床
• 回復期以外の病床の削減数（③・④事業活用）：令和４年度 75床、累計（H26～R4年度）136床

※複数年度で整備を実施する医療機関が含まれるため、アウトプットに記載の病床数(単年度)とは一致しない。

〔参考〕病床機能報告（令和４年10月実施）における医療機能別の病床数（前年度からの増減数）
高度急性期3,050床（-22床）、急性期7,974床（+117床）、回復期1,896床（+109床）、慢性期4,097床（-232床）、休棟等445床（+3床）

▼
【見解・今後の方向性 ⇒ 令和５年度における主な取組】

• 回復期病床の整備及び回復期以外の病床の削減が一定程度進んでいるが、地域医療構想の達成に
向けて、現行の取組を継続し、着実に推進していく必要がある。

• 特に、基金を活用して回復期病床以外の病床を削減し、他の用途へ変更する医療機関が増加して
いるが、必要病床数に対し、回復期病床以外の病床削減に向けた取組を加速させる必要がある。
⇒令和３年度から新たに、回復期以外の病床の削減実績に応じた給付金支給事業を実施しており、③事業

と併せて医療機関の病床削減を支援していく。
※令和５年度は、本事業により、回復期病床以外の168床の病床削減を見込んでいる。

１－１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に
関する事業



（参考）基金による病床機能転換整備の実績
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年度 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ R４ 合計

回復期病床への
機能転換数 ｰ 床 72 床 42 床 68 床 78床 4床 ４床 176床 13床 457床

回復期以外の
病床の削減数 ｰ 床 ｰ 床 ｰ 床 ｰ 床 37 床 ｰ 床 ６床 18床 75床 136床

56
32

173

40

114

42

▲ 6

▲ 53 ▲ 40 ▲ 37

県北 県西 宇都宮 県東 県南 両毛

回復期病床への機能転換数 回復期以外の病床の削減数
（単位：床）



令和４（2022）年度事業の実施状況（医療分）
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主な事業の実施状況
（アウトプット）

病床削減支援給付金支給事業費【No.12】

• 地域医療構想における必要病床数の実現を図るための病床削減数：令和４年度 31床

事業の成果
（アウトカム）

【主な指標】

当該事業による病床削減数の実績
• 地域医療構想における必要病床数の実現を図るための病床削減数：令和４年度 31床

▼
【見解・今後の方向性 ⇒ 令和５年度における主な取組】

• 本事業により、令和４年度において２施設で31床の病床数が削減され、地域医療構想の達成に向
けて一定の効果があったが、病床削減に係る施設改修工事の遅れにより病床削減が令和５年度に
先送りになった施設もあり、本事業による令和４年度病床削減目標を達成できなかった。

• 令和５年度は、病床削減が先送りとなった施設に加え、新たに本事業による病床削減の取り組む
施設もあり、アウトカム指標の達成に向けて取り組みが進展する予定である。
併せて、引き続き、地域医療構想調整会議等において、制度の主旨等を医療機関に周知していく
ことで、本事業による病床削減を推進していく。

※病床機能再編支援事業【基金区分１－２】：令和５年度予算 364,800千円

※令和５年度は、本事業により、回復期病床以外の213床の病床削減を見込んでいる。

１－２ 地域医療構想の達成に向けた病床数又は病床の機能の変更に関する
事業



令和４（2022）年度事業の実施状況（医療分）
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主な事業の実施状況
（アウトプット）

在宅医療設備整備支援事業【No.５】

• 在宅医療の充実強化に寄与する医療機関に対して、訪問診療、訪問歯科診療等に要する設備整備
費に係る経費を補助（病院・診療所 ９施設、歯科診療所 ３施設、薬局 ４施設）

訪問看護ステーション設備整備支援事業【No.12】

• 既存の訪問看護ステーションにおいて、新たに機能強化型訪問看護管理療養費Ⅰ又はⅡを取得す
るために必要な設備整備に係る経費を補助（１施設：機能強化型Ⅰを取得）

事業の成果
（アウトカム）

【主な指標】

在宅療養支援診療所及び在宅療養支援病院の届出施設数〔関東信越厚生局〕

148施設（H30.4.1）→ 150施設（H31.4.1）→ 153施設（R2.4.1）→ 157施設（R3.4.1）
→ 163施設（R4.4.1）→159施設（R5.4.1）

訪問看護ステーションに勤務する看護職員数（常勤換算）〔栃木県保健福祉部調べ〕

516.1人（H30.4.1）→ 598.3人（H31.4.1）→ 707.2人（R2.4.1）→ 786.1人（R3.4.1）

→ 862.2人（R4.4.1）→947.9人（R5.4.1）

▼
【見解・今後の方向性 ⇒ 令和５年度の新たな取組】

• 在宅療養支援診療所数は横ばいで推移しているものの、訪問看護ステーションの設置数及び看護
職員数は増加しており、県内の在宅医療提供体制の充実が図られてきている。

• 一方、県内において訪問看護職員の常勤換算数が少ない地域への訪問看護ステーション及びその
サテライトの新規開設を促す必要がある。
⇒ 訪問看護ステーション設備整備支援事業において、補助対象の基準となる訪問看護職員の常

勤換算数の上限を引き上げ、補助対象となる市町の範囲を拡大する。

２ 居宅等における医療の提供に関する事業



令和４（2022）年度事業の実施状況（医療分）
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主な事業の実施状況
（アウトプット）

とちぎ地域医療支援センター事業【No.26】

• 県内の公的医療機関等への地域枠医師等（県養成医師）派遣者数：15施設に54人を派遣
• 地域枠等医師養成数（基金を活用した修学資金貸与者数）：

産科医修学資金10人、獨協医科大学栃木県地域枠55人、自治医科大学栃木県地域枠33人（計98人）

認定看護師養成支援等事業【No.33】

• 医療機関において認定看護師の資格取得及び特定行為研修の受講を促進するための費用を補助
（認定看護師養成数４人、特定行為研修受講者数延べ15人）

看護師等養成所運営費補助事業【No.38】

• 県内の看護師等養成所9校、准看護師養成所5校、助産師養成所1校（計15校）の運営を補助

事業の成果
（アウトカム）

【主な指標】

県内病院に勤務する医師数（常勤）〔とちぎ地域医療支援センター 病院医師現況調査〕

2,824人（H29.4.1）→ 2,881人（H30.4.1）→ 2,955人（H31.4.1）→ 3,007人（R2.4.1）
→ 3,010人（R3.4.1）→ 3,129人（R4.4.1）→3,171人（R5.4.1）

県内の就業看護師数（人口10万対）〔厚生労働省 衛生行政報告例〕

704.8人（H24年末）→ 758.5人（H26年末）→ 784.7人（H28年末）→ 846.8人（H30年末）

→ 915.7人（R2年末）＊R4年末人数は厚労省からの結果報告待ち

看護師、准看護師養成所卒業生※の県内定着率（県内医療機関への就職者数）〔栃木県保健福祉部調べ〕

71.7%（552人）〔H29卒）→ 70.2%（491人）〔H30卒〕→ 73.4%（461人）〔R1卒〕→ 77.8%（495人）〔R2卒〕

→ 77.9%（428人）〔R3卒〕→79.6％（475人）〔R4卒〕

▼
【見解・今後の方向性 ⇒ 令和５年度の新たな取組】

• 県全体の常勤医師数は増加傾向にあり、新医師偏在指標における本県の順位は31位で、医師少数
都道府県は脱したものの、依然として医師不足の状況は続いており、医師の確保に向けた取組を
更に推進していく必要がある。
⇒県外医学部進学者等のＵＩＪターンを促進するため、県内医療機関への就業に関する相談窓口の設置、県外医学部
進学者の進学先・勤務先の分析及び情報発信の強化等を引き続き実施（民間事業者に委託）

• 就業看護師数は増加傾向にあるが、人口10万人当たりの看護師数は全国値を下回っており、引き
続き、看護師の養成、離職防止及び再就業促進に取り組む必要がある。

４ 医療従事者の確保に関する事業

※大学・通信課程を除く



令和４（2022）年度事業の実施状況（医療分）
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主な事業の実施状況
（アウトプット）

勤務医の働き方改革推進事業【No.45】

• 勤務医の時短計画を作成し労働時間短縮に向けた総合的な取組を推進する医療機関数：２施設

事業の成果
（アウトカム）

【主な指標】

客観的な労働時間管理方法を導入している病院の割合〔とちぎ医療勤務環境改善支援センター調べ〕

62.3％（R3.3.31）→ 63.2％（R4.3.31）→ 75.2%（R5.3.31）

▼
【見解・今後の方向性 ⇒ 令和５年度の新たな取組】

• 令和６（2024）年４月からの医師の時間外労働の上限規制の開始に向けて、勤務医の年間の時間
外・休日労働時間数を960時間又は1,860時間以内とする取組の推進や宿日直許可申請、時短計画
の作成について、引き続き医療機関を支援する必要がある。
⇒病院や有床診療所に対して医師の労働時間の把握状況や宿日直許可の取得状況、特定労務管理対象機関の指定に向

けた意向等について実態調査を行い、地域医療への影響や医療機関に対する県の効果的な支援のあり方等を検討す
る。

６ 勤務医の働き方改革の支援に関する事業



参考：令和４年度基金事業の成果（アウトカム指標・医療分）
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アウトカム指標 基準値 目標値 達成値 未確認等の
場合、参考値

①栃木県全体の病床数 17,487床
（R3.7.1)

17,273床
（R5.7.1)

未確認 17,462床
（R4.7.1)

１-2 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業



参考：令和４年度基金事業の成果（アウトカム指標・医療分）

アウトカム指標 基準値 目標値 達成値 未確認等の
場合、参考値

①訪問診療を実施する診療所、
病院数

274施設
（R元年度)

280施設
（R5年度)

未確認

在宅療養支援診療所
及び在宅療養支援病
院の届出施設数

163施設（R4.4）
→159施設（R5.4）

②訪問看護ステーションに勤務
する看護師数（常勤換算・65

歳以上人口10万対）

126人
（R2年度)

176人
（R5年度)

未確認

訪問看護ステーショ
ンに勤務する看護職
員数（常勤換算）

862.2人（R4.4)
→947.9人（R5.4)

③訪問歯科診療を実施する診療
所数

240施設
（R元年度)

287施設
（R5年度)

未確認

在宅療養支援歯科
診療所届出施設数

65施設（R4.4）
→70施設（R5.4）

④訪問薬剤指導を実施する薬局
数

265施設
（R3年度)

288施設
（R5年度)

304施設
（R5.4月)

－

⑤介護支援連携指導を受けた患
者数

598人/月
（R元年度)

873人/月
（R5年度)

未確認

保険者機能強化推進
交付金の取組状況に
おける各市町の集計
結果89.2％（R４）
→94.6％（R5）

⑥在宅ターミナルケアを受けた
患者数

109人/月
（R元年度)

185人/月
（R5年度)

未確認
県民の人生会議認知度
20.9%(H30.8)
→21.4%(R4.6)

２ 居宅等における医療の提供に関する事業

12



参考：令和４年度基金事業の成果（アウトカム指標・医療分）

13

アウトカム指標 基準値 目標値 達成値 未確認等の
場合、参考値

①県内病院に勤務する医師数
（常勤）

3,129人
（R4.4.1)

3,208人
（R5.4.1)

3,171人
（R5.4.1)

－

②県内病院に勤務する女性医師
数（常勤）

710人
（R4.4.1)

727人
（R5.4.1)

724人
（R5.4.1)

－

③分娩取扱医療機関勤務産婦人
科医師数

127人
（R4.4.1)

128人
（R5.4.1)

128人
（R5.4.1)

－

④総合周産期母子医療センター等に勤
務する小児科医師数（常勤）

127人
（R4.4.1)

115人
（R5.4.1)

115人
（R5.4.1)

－

⑤県内病院に勤務する小児科医
師数（常勤）

170人
（R4.4.1)

176人
（R5.4.1)

174人
（R5.4.1)

－

⑥県内の精神科病院に勤務する
医師数（常勤換算）

233人
（R3.10.1)

235人
（R5.10.1)

未確認 235人
（R4.10.1)

⑦就業看護師数（人口10万人当
たり）

915.7人
（R2年)

1,015.4人
（R4年)

未確認 ※適当な代替値なし

⑧就業助産師数（人口10万人当
たり）

28.7人
（R2年)

30.1人
（R4年)

未確認 ※適当な代替値なし

４ 医療従事者の確保に関する事業



参考：令和４年度基金事業の成果（アウトカム指標・医療分）

14

アウトカム指標 基準値 目標値 達成値 未確認等の
場合、参考値

⑨看護職員の離職率 10.1％
（R2年度)

9.3％
（R4年度)

未確認 10.7％
（R3年度)

⑩県内認定看護師数 271人
（R4.3月)

279人
（R4年度)

285人
(R4.12月)

ー

⑪特定行為研修修了者のうち県
内就業者数

86人
（R3.10月)

96人
（R4年度)

75人
(R5.1月)

ー

⑫看護師、准看護師養成所卒業生の県
内定着率（大学・短大を除く）

66.0％
（R3年度)

68.0％
（R4年度)

68.2％
（R4年度)

－

⑬県内養成所の看護師国家試験
合格率

90.4％
（R4.3月)

91.0％
（R5.3月)

90.0％
（R5.3月)

－

⑭県内養成所の栃木県准看護師
試験合格率

98.4％
（R4.3月)

99.0％
（R5.3月)

99.7％
（R5.3月)

－

⑮就業歯科衛生士数 1,998人
（R2.12.31)

2,150人
（R5.12.31)

未確認 ※適当な代替値なし

アウトカム指標 基準値 目標値 達成値 未確認等の
場合、参考値

①客観的な労働時間管理方法を
導入している病院の割合

63.2％
（R4.3.31)

82.0％
（R5.3.31)

75.2％
（R5.3.31)

－

６ 勤務医の働き方改革の支援に関する事業



医療分

事業費（千円） アウトプット指標
計画額 実績額 目標値 達成値

１-1 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する事業 1,040,610 539,358

病床の機能分化・連携を推進するための基盤整備

①回復期病床へ機能転換する際の施設整備に係る経費へ
の補助

450,000 225,792 ・整備を行う施設数：２施設 ・整備を行う施設数：１施設

②回復期病床へ機能転換する際の設備整備及びスタッフ
（PT、OT、ST）の新規雇用に係る経費への補助

35,100 5,690
・回復期病床への機能転換を行う医療
機関数：
設備整備：15施設、施設整備：２施設

・回復期病床への機能転換を行う医療
機関数：
設備整備：１施設、施設整備：１施
設、スタッフ新規雇用：１施設

③回復期病床への機能転換に向けた、医業経営コンサル
タントによる経営診断（収支分析）に係る経費への補助

900 0 ・経営診断を行う施設数：３施設 ・経営診断を行う施設数：０施設

④回復期病床以外の病床数を減少させ、他の施設に用途
変更する際の施設設備整備経費への補助

225,000 200 ・整備を行う施設数：２施設 ・整備を行う施設数：１施設

⑤病床の機能分化・連携の必要性について地域住民の理
解を得るための啓発経費への補助

3,000 0 ・説明会を行う団体数：15団体 ・説明会を行う団体数：０団体

⑥複数の医療機関で再編統合や機能転換等に取り組むた
めの計画策定及び施設設備整備への補助

103,000 87,500
・整備を行う施設数：２施設
・再編統合・機能転換等の計画策定団
体数：３団体

・整備を行う施設数：１施設
・再編統合・機能転換等の計画策定団
体数：０団体

⑦地域医療構想の内容を踏まえた医療機関の経営戦略の
見直しを具体化するための医療データ活用セミナーの開
催

1,000 0 ・全県圏を対象に２回
・全県域を対象に０回
※新型コロナの影響により開催なし

⑧地域医療構想調整会議の議長等を対象とする研修会の
開催及び地域医療構想アドバイザーの活動に要する経費

2,023 93
・研修会の開催回数：１回
・地域医療構想調整会議の開催回数：
医療圏ごとに年４回

・研修会の開催回数：０回
・地域医療構想調整会議の開催回数：
医療圏ごとに年２回

2
脳卒中急性期医療連
携強化による機能分
化事業

ＩＣＴを活用した医療連携により、脳卒中発症者に対し
て24時間体制で効率的に急性期の診断・治療が実施でき
る体制の整備を促進することを通じ、医療機関の機能分
化を図る。

587 83
・ネットワーク参加医療機関数：
　３施設

・ネットワーク参加医療機関数：
　３施設

3
公的医療機関等移転
整備助成費

医療機能の重点化、集約化を図るため、獨協医科大学日
光医療センターが行う移転整備に対する補助

220,000 220,000
・基金を活用して整備する医療機関に
おける病床数：
回復期病床 63床、用途変更99床

・基金を活用して整備する医療機関に
おける病床数：
回復期病床 ０床、用途変更35床

１-2 地域医療構想の達成に向けた病床数又は病床の機能の変更に関する事業 364,800 65,892

病床数又は病床の機能の変更に関する事業

4
病床削減支援給付金
支給事業費

病床を削減した医療機関に対する給付金の支給 364,800 65,892 ・病床削減数：76床 ・病床削減数31床

令和４（2022）年度における地域医療介護総合確保基金活用事業 （医療分）の実施状況
区分 事業の内容 備考№ 事業名

1
医療機能分化・連携
推進事業

15



医療分

事業費（千円） アウトプット指標
計画額 実績額 目標値 達成値

区分 事業の内容 備考№ 事業名

２ 居宅等における医療の提供に関する事業 91,687 67,457

在宅医療の実施に係る拠点・支援体制の整備

5
在宅医療設備整備支
援事業

在宅医療の充実強化に寄与する医療機関に対して、訪問
診療、訪問歯科診療等に要する設備整備費に係る経費を
補助

6,000 5,729
・設備整備を行う医療機関数
　（施設数）：12施設

・設備整備を行う医療機関数
　（施設数）：16施設

6
在宅医療推進支援セ
ンター事業

在宅医療圏ごとの連絡会議の開催、在宅医療市町担当者
研修会の開催、ＡＣＰに係る県民向け普及啓発

5,692 2,910

・連絡会議の開催・参画数：10回（宇
都宮を除く在宅医療圏）
・市町担当者研修会の参加市町数：25
市町（全市町）
・人生会議（ＡＣＰ）に係る在宅医療
圏ごとの研修会の実施回数：10回

・連絡会議の開催・参画数：29回
・市町担当者研修会の参加市町数：17
市町
・人生会議（ＡＣＰ）に係る在宅医療
圏ごとの研修会の実施回数：２回

7
小児在宅医療体制構
築事業

小児在宅医療連携推進員を配置し、新規参入者等に対す
る相談支援を行うとともに、小児在宅医療従事者の育
成、家族同士の交流の場の開設等を実施

6,607 6,605
・医師向け講習受講者数：50人
・多職種研修会参加者数：110人

・医師向け講習受講者数：101人
・多職種研修会参加者数：82人

8
在宅医療推進協議会
開催事業

栃木県在宅医療推進協議会、小児在宅医療検討会及び訪
問看護に関するワーキンググループの開催

826 422
・協議会の開催回数：２回
・ワーキンググループの開催回数：１
回

・協議会の開催回数：２回
・ワーキンググループの開催回数：１
回

9
在宅医療地域連携体
制構築事業

入院医療機関と在宅医療関係機関による退院調整や急変
時の入院受入整備などに向けた取組を補助

1,273 710
・在宅医療地域連携体制構築に係る研
修会を行う看護協会地区支部数：７支
部(全支部)

・在宅医療地域連携体制構築に係る研
修会を行う看護協会地区支部数：６支
部

10
重症心身障害児
（者）在宅医療支援
事業

重症心身障害児（者）が地域生活へ移行するための支援
検討や人材育成などに係る経費への補助

850 0
・講演会の参加者数：100人
・地区別研修会の開催：３圏域

・講演会の参加者数：０人
・地区別研修会の開催：０圏域

11
医療的ケア児レスパ
イト事業

医療的ケア児の新規受入れ又は受入れの拡大を行う短期
入所事業所に対し、設備整備等に係る経費を補助

5,000 3,218 ・整備を行う施設数：２施設 ・整備を行う施設数：５施設

12
訪問看護ステーショ
ン設備整備支援事業

①訪問看護ステーション未設置市町等における、病院運
営又は訪問看護職員の常勤換算数3.5人以上の訪問看護
ステーション等の新設に係る設備整備に要する経費を補
助
②既存の訪問看護ステーションにおいて新たに機能強化
型訪問看護管理療養費Ⅰ又はⅡを取得するために必要な
設備整備に係る経費を補助

10,000 1,206
・設備整備支援事業により新設又は大
規模化する施設数：７施設

・設備整備支援事業により新設又は大
規模化する施設数：１施設

13
訪問看護普及啓発事
業

医療介護関係者や看護学生、県民等を対象とした各種会
議や研修会等でツールを活用した普及啓発

1,269 1,268
・訪問看護普及啓発のための普及啓発
活動の実施数:５回

・訪問看護普及啓発のための普及啓発
活動の実施数:12回

14

在宅医療における多
職種連携オーラルフ
レイルの予防推進事
業

歯科医師へ適切に受診勧奨が行える在宅訪問薬剤師の養
成、多職種連携による介護者等への口腔ケア教育に要す
る経費を補助

760 760

・歯科医師へ受診勧奨が行える薬剤師
の人材育成研修受講者数：50人
・多職種連携による介護者等への口腔
ケア教育：20人

・歯科医師へ受診勧奨が行える薬剤師
の人材育成研修受講者数：63人
・多職種連携による介護者等への口腔
ケア教育:Web研修動画（約70回視聴）

15
訪問看護ステーション
サポート事業

①事業者の経営管理能力向上や事業所の運営安定化を図
るための研修会の開催
②事業者向け経営相談窓口の設置
③職員の育成や組織作り等に関するマニュアル等作成

2,622 2,619
・研修会の参加者数：149人
・経営相談窓口の利用事業所数：21事
業所

・研修会の参加者数：162人
・経営相談窓口の利用事業所数：10事
業所

16



医療分

事業費（千円） アウトプット指標
計画額 実績額 目標値 達成値

区分 事業の内容 備考№ 事業名

在宅医療・訪問看護を担う人材の確保・養成

16
在宅医機能強化支援
事業

郡市医師会による医師向け研修会及び診療所・病院連絡
会の開催経費等への補助

1,675 565
・研修会等を行う郡市医師会数：６郡
市医師会

・研修会等を行う郡市医師会数：３郡
市医師会

17
在宅医療連携体制強
化研修開催事業

在宅医療提供体制の強化や質の向上を図るための在宅医
療の機能別研修会や医療的ケアのスキル向上研修会の開
催

4,223 4,222 ・研修の受講者数：250名 ・研修の受講者数：595名

18
訪問看護教育ステー
ション事業

訪問看護ステーション体験・研修、訪問看護に関する相
談への対応、地域の訪問看護ステーションを対象とした
情報交換会や勉強会等を実施

11,547 10,678 ・教育ステーション設置数：６箇所 ・教育ステーション設置数：６箇所

①相互研修、在宅ターミナルケア研修、小児訪問看護研
修、特定行為研修の制度周知に関する研修の実施

1,101 1,100

・人工呼吸器装着者等在宅療養支援研
修：20人
・在宅ターミナルケア研修：30人
・小児訪問看護研修：20人
・精神科訪問看護研修：40人

・人工呼吸器装着者等在宅療養支援研
修：10人
・在宅ターミナルケア研修：17人
・小児訪問看護研修：14人
・精神科訪問看護研修：47人

②精神科訪問看護に関する研修の実施 611 611 ・精神科訪問看護研修受講者数：40人 ・精神科訪問看護研修受講者数：47人

その他在宅医療の推進に資する事業

20
在宅患者のためのと
ちぎ医療電話相談事
業

在宅療養者の急変にも対応できるよう、夜間に一般向け
電話相談事業を実施

12,769 12,769 ・相談件数：3,600件 ・相談件数：4,339件

21
在宅歯科医療連携室
整備事業

在宅歯科に係る各種問い合わせに関するワンストップ窓
口の運営に要する経費への補助

1,623 1,623 ・相談件数：60件 ・相談件数：31件

22
在宅歯科医療従事者
研修事業

歯科医師や歯科衛生士に対する在宅歯科医療研修に要す
る経費への補助

1,848 310
・研修会開催回数：２回
・研修会受講者数：100人

・研修会開催回数：２回
・研修会受講者数：101人

23
薬剤師の在宅業務推進
事業

訪問看護師等の関係専門職種への薬剤師業務ＰＲ、在宅
訪問薬剤師の人材育成に向けた実践研修に要する経費を
補助

874 874
・在宅薬剤師業務PR活動：７回
・在宅薬剤師育成研修：50人

・在宅薬剤師業務PR活動：８回
・在宅薬剤師育成研修：34人、Web研
修動画（約160回視聴）

24 在宅医療実態調査事業
栃木県保健医療計画（８期計画）策定に向けた、在宅医
療の実態を把握のための調査を実施

10,000 9,030 ・協議会の開催回数：２回 ・協議会の開催回数：２回

25
在宅歯科・障害者歯
科医療協力医等人材
育成事業

要介護者に対する在宅歯科医療体制の充実を図るため、
日本障害者歯科学会認定医の取得に要する経費を補助

4,517 228
・日本障害者歯科学会認定医を取得す
る歯科医師：５人

・日本障害者歯科学会認定医を取得す
る歯科医師：０人

訪問看護推進事業19
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医療分

事業費（千円） アウトプット指標
計画額 実績額 目標値 達成値

区分 事業の内容 備考№ 事業名

４ 医療従事者の確保に関する事業 925,971 836,052

医師の地域偏在・診療科偏在対策

①とちぎ地域医療支援センターの運営に要する経費 19,051 14,239

②産科医を目指す医学生向け修学資金貸与事業 22,000 21,000

③小児科医修学資金貸与事業 4,000 3,000

④獨協医科大学栃木県地域枠に必要な経費 206,000 202,500

⑤自治医科大学栃木県地域枠に必要な経費 82,800 82,800

⑥無料職業紹介事業（病院見学旅費補助） 215 44

⑦臨床研修医確保のための合同説明会出展等 3,300 4,494

⑧栃木県医療対策協議会の開催に要する経費 738 508

27
緊急分娩体制整備事
業

産科医等の処遇を改善しその確保を図るため、分娩手当
を支給する分娩取扱機関に対して補助

44,333 30,178 ・手当支給施設数：25施設 ・手当支給施設数：23施設

28
周産期医療対策事業
（新生児入院手当）

出生後ＮＩＣＵへ入室する新生児を担当する医師へ手当
を支給する医療機関に対する補助

4,130 1,746 ・処遇改善施設数：６施設 ・処遇改善施設数：２施設

女性医療従事者支援

29
女性医師支援普及啓
発事業

医療機関等が自主的に取り組む女性医師の離職防止や再
就業促進のための取組に係る経費への補助

900 0 ・補助件数：３件 ・補助件数：０件

30
歯科衛生士再就職支
援事業

①未就業の歯科衛生士に対する再就職支援研修会の実施
経費への補助
②歯科医院向け就労支援セミナー開催に要する経費

901 591
・研修会受講者数：60人
・セミナー受講歯科医院数：15施設

・研修会受講者数：56人
・セミナー受講歯科医院数：38施設

・医療対策協議会の開催：３回
・地域枠医師等の派遣者数：68名
・地域枠医師等の養成数：116名
・合同説明会への出展回数：２回

とちぎ地域医療支援
センター事業

26

・医療対策協議会の開催：３回
・地域枠医師等の派遣者数：66名
・地域枠医師等の養成数：81名
・合同説明会への出展回数：２回
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医療分

事業費（千円） アウトプット指標
計画額 実績額 目標値 達成値

区分 事業の内容 備考№ 事業名

看護職員等の確保対策

31
新人看護職員応援研
修事業

①新人看護職員の合同研修等の実施、②医療機関におけ
る新人看護職員の研修実施に要する経費の補助

23,585 22,750

・研修受講者数：
　　他施設合同研修：120人
　　教育担当者研修：60人
　　実地指導者研修：60人
　　レベルアップ研修：60人
・支援施設数：33病院

・研修受講者数：
　　他施設合同研修：349人
　　研修責任者研修：25人
　　実地指導者研修：52人
　　レベルアップ研修：144人
・支援施設数：29病院

32
看護職員実務研修事
業

実務経験が概ね５年以上の看護職員を対象とした専門性
向上を図るための研修実施に要する経費

287 286 ・研修受講者数：60人 ・研修受講者数：118人

33
認定看護師養成支援
等事業

認定看護師教育機関及び特定行為研修機関での研修受講
等に係る経費への補助

15,060 3,663
・認定看護師に係る補助人数：８人
・特定行為研修に係る補助人数：25人
（共通15人、区分別10人）

・認定看護師に係る補助人数：４人
・特定行為研修に係る補助人数：４人
（共通３人、区分別１人）

34
看護実習環境確保支
援事業

①看護師等養成所の実習指導者不足を解消するための講
習会実施に要する経費
②実習施設の拡充に向けた実態調査の実施

3,813 3,812 ・講習会受講者数：45人 ・講習会受講者数：32人

35
看護教員継続研修事
業

看護教員の資質向上のための階層別研修（新任期、中堅
期、管理期）の実施に係る経費への補助

309 309

・研修受講者数：
　　新任期（教員４年未満）：20人
　　中堅期（教員５～10年）：40人
　　管理期（教員11年以上）：40人

・研修受講者数：
　　新任期（教員４年未満）：39人
　　中堅期（教員５～10年）：52人
　　管理期（教員11年以上）：41人

36 助産師相互研修事業
病院と診療所の助産師のスキルアップと相互連携を図る
ため、講義・演習及び相互に現地研修を実施する

875 873 ・研修参加助産師数（実人数）：20人
・研修参加助産師数（実人数）：102
人

37
看護職員キャリア継続
支援事業

プラチナナース活用のため、セカンドキャリア周知に関
するセミナーや再就業に必要となる知識・技術を修得す
る研修会、広報活動、求人施設の開拓等を実施

16,224 16,223
・セミナー参加者：140人
・研修会受講者数：200人

・セミナー参加者：84人
・研修会受講者数：252人

38
看護師等養成所運営
費補助事業

看護師養成所、准看護師養成所及び助産師養成所の運営
に対する補助

254,199 251,846 ・支援養成所数：15校 ・支援養成所数：15校

39
看護師等修学資金貸
付事業

保健師、助産師、看護師又は准看護師を養成する学校養
成所の在学者に対して返還免除要件付きの修学資金を貸
与

37,536 40,323
・学校養成所在学者への修学資金貸
与：131名

・学校養成所在学者への修学資金貸
与：131名

医療従事者の勤務環境改善対策等

40
医療勤務環境改善推
進事業

勤務環境改善計画を策定した医療機関を対象に、当該計
画を推進する取組を行う場合の経費を補助

18,776 6,776
・勤務環境改善計画に基づく勤務環境
改善計画を行う施設数：３施設

・勤務環境改善計画に基づく勤務環境
改善計画を行う施設数：０施設

41
病院内保育所運営費
補助事業

医療機関に勤務する職員の乳幼児の保育を行う病院内保
育所の運営に対する補助

61,198 42,008 ・補助施設数：25施設 ・補助施設数：22施設

42
小児救急医療支援事
業

小児救急医の負担を軽減するため、小児救急拠点病院の
運営に対して補助

91,178 71,759 ・対象事業者数：６市町等（12病院） ・対象事業者数：６市町等（12病院）

43
小児救急電話相談事
業

小児科医の負担軽減のため、休日・夜間の小児救急患者
の保護者向け電話相談事業を実施

14,044 14,043 ・相談件数：25,000件 ・相談件数：24,220件

44
精神科救急医療連携
研修事業

精神科救急の課題の共有や困難事例の検討を通じ、身体
合併症に対応する人材育成を図るための経費

519 280 ・研修会受講者数：60人 ・研修会受講者数：247人
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医療分

事業費（千円） アウトプット指標
計画額 実績額 目標値 達成値

区分 事業の内容 備考№ 事業名

６ 勤務医の働き方改革の支援に関する事業 60,000 23,261

勤務医の働き方改革推進事業

45
勤務医の働き方改革
推進事業

勤務医の働き方改革を推進するための体制整備等に対す
る補助

60,000 23,261 ・補助を行う施設数：２病院 ・補助を行う施設数：２病院

合計 2,483,068 1,532,020

（注）事業費の額は、表示未満を四捨五入した値。
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令和４（2022）年度事業の執行状況（介護分）
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事業区分 令和４年度
執行計画額

令和４年度
執行実績額
(執行率）

（ 参考 ）
令和３年度実績

３ 介護施設等の整備に関する事業 27.9億円 7.8億円
（28.0%）

5.4億円
（31.0%）

５ 介護従事者の確保に関する事業 11.0億円 10.2億円
（92.7%）

2.7億円
（43.3%）

合計 38.9億円 18.0億円
（46.3%）

8.1億円
（34.3%）

（注）金額は、区分毎に表示未満を四捨五入した値。



令和４（2022）年度事業の実施状況（介護分）

22

主な事業の実施状況
（アウトプット）

○栃木県介護基盤等整備事業

地域包括ケアシステムの構築に向けて、地域密着型サービス施設等の整備等を支援する
ことにより、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の整備を促進。

・地域密着型介護老人福祉施設
2,241床（ 85箇所）→2,280床（ 86箇所）

・認知症高齢者グループホーム
2,448床（182箇所）→2,511床（185箇所）

・小規模多機能型居宅介護事業所
103箇所→104箇所

事業の成果
（アウトカム）

介護施設等の整備により、施設・居住系サービスの入所定員総数は19,348人となり、高齢者
が地域において、安心して生活できる体制の構築が図られた。

⇒ 地域包括ケアシステムの構築に向けて、介護保険事業支援計画等において予定して
いる地域密着型サービス施設等の整備を進める。

３ 介護施設等の整備に関する事業



令和４（2022）年度事業の実施状況（介護分）
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主な事業の実施状況
（アウトプット）

○ 「基盤整備」に関する事業
・栃木県介護人材確保対策連絡調整会議の開催（年２回）
・とちぎ介護人材育成認証制度の運用（15法人認証）

○ 「参入促進」に関する事業
・介護のお仕事出前講座（県内55校）
・小中学生及び保護者等を対象とした介護の体験講座（27人参加）
・介護に興味関心のある者等を対象とした職場体験・見学・講座（体験・見学131人参加、講座66人参加）
・キャリア支援専門員による介護人材のマッチング機能強化（雇用創出16人）
・元気高齢者を対象としたケア・アシスタントの養成・マッチング（47人養成）

○ 「資質の向上」に関する事業
・介護職員のスキルアップ研修（2,493人参加）
・離職した介護職員の届出制度周知・再就職支援等（延べ670人登録）
・医療従事者等を対象とした認知症対応力向上研修等（424人参加）

○ 「労働環境・処遇の改善」に関する事業
・介護ロボットの導入助成、ICT機器の導入助成（ロボット72台導入、ICT機器13事業所）
・新型コロナウイルス感染症流行下におけるサービス提供体制確保経費の助成（383事業所）

事業の成果
（アウトカム）

●介護人材の育成・定着に取り組む事業所を対象とした認証・評価を実施し、各事業所の人材育成・確保
状況を「見える化」することで、介護業界全体のレベルアップとボトムアップを推進した。
●現役の介護福祉士による小・中・高校生向け出前講座や元気高齢者を対象としたケア・アシスタントの養
成等、多様な人材の確保に向け、様々な観点から取組を行った。
●介護職員へのスキルアップ研修や認知症ケアに携わる医療・介護関係者への研修により資質向上を図っ
たほか、離職した介護職員の届出制度運用等により介護分野への再就職を促進した。
●介護ロボットの導入など、労働環境・処遇改善の取組を推進することにより、介護職員の定着を図った。

●新型コロナウイルス感染者などが発生した介護サービス事業者・施設等にかかり増し経費を助成すること
等により、利用者や家族の生活に欠かせない介護サービスを継続することができた。

⇒引き続き、栃木県介護人材確保対策連絡調整会議の活用等を通じて、介護職員の確保に向けた
各分野の取組を推進する。

５ 介護従事者の確保に関する事業



介護分

事業費（千円） アウトプット指標
計画額 実績額 目標値 達成値

３ 介護施設等の整備に関する事業 2,787,605 779,577

①小規模特別養護老人ホームをはじめとした介護保険施
設等の整備、既存施設のユニット化改修等に対する助成

1,612,700 365,120 30,2,3,4基
金活用

②特別養護老人ホームをはじめとした介護保険施設等の
開設準備に対する助成

1,069,905 348,330 30,2,3,4基
金活用

③介護施設等における新型コロナウイルス感染防止対策支援
に要する経費

105,000 66,127 3基金活
用

５ 介護従事者の確保に関する事業 1,103,573 1,017,926

「基盤整備」に関する事業

2
介護人材確保対策連
絡調整会議事業

「栃木県介護人材確保対策連絡調整会議」を開催 343 180 会議開催：３回（ＷＧ２回）
座談会の開催：２回

会議開催：２回
座談会の開催：２回

3
とちぎ介護人材育成
認証制度事業

介護事業所の人材育成・確保等の取り組みに対して、認
証・評価を行うとともに、その基準を満たすための支援
を実施

14,309 13,718 Ｒ４認証法人：30法人 Ｒ４認証法人：15法人

「参入促進」に関する事業

①小中高生及び保護者等を対象に、介護の魅力・やりが
い等をＰＲするための出前講座及び体験講座を開催

4,952 4,855 出前講座：県内40校
体験講座参加者：30人

出前講座：県内55校
体験講座参加者：27人

27基金活
用

②「介護の日」啓発イベントを開催 501 472 イベント参加者：約40人 イベント参加者：約200人

③各種メディアを活用した広報を実施 460 460 公告媒体掲載回数：10回 公告媒体掲載回数：７回

5 職場体験事業
介護職に就労を希望する方を対象に、介護の現場を学ぶ
ための職場体験等を実施

1,562 1,497 職場体験・見学参加者：120人
職場体験・見学参加者：131人
スタート講座：66人

6
介護員養成研修受講
費用助成事業

介護職員として就業することを前提とした介護員養成研修受講
者に対し、受講費用を助成

1,500 1,033 介護員養成研修受講者：30人 介護員養成研修受講者：30人

7
介護人材マッチング
機能強化事業

キャリア支援専門員の配置、施設・事業所における求人
ニーズの把握、求職者の適性の確認、出張相談、面談
会、就業後のフォローアップ等を一体的に実施

13,991 13,878 雇用創出数：80人 雇用創出数：16人

8
介護に関する入門的
研修事業

県及び市町において中高年齢の介護未経験者を対象に、
入門的研修を開催

2,611 1,577 実施市町：15市町
県：２回

実施市町：８市町
県：２回

1
栃木県介護施設等整
備事業

≪①、②≫
・地域密着型介護老人福祉施設
　　2,241床（85箇所）
 　 →2,357床（89箇所）
・認知症高齢者グループホーム
　　2,448床（182箇所）
　  →2,529床（187箇所）
・小規模多機能型居宅介護事業所
　　103箇所→106箇所

≪③≫
・家族面会室
　30施設

≪①、②≫
・地域密着型介護老人福祉施設
　　2,241床（85箇所）
 　 →2280床（86箇所）
・認知症高齢者グループホーム
　　2,448床（182箇所）
　  →2,511床（185箇所）
・小規模多機能型居宅介護事業所
　　103箇所→104箇所

≪③≫
・家族面会室
　　22施設

令和４（2022）年度における地域医療介護総合確保基金活用事業 （介護分）の実施状況
区分 事業名 事業の内容 備考

4
介護人材確保理解促
進事業

24



介護分事業費（千円） アウトプット指標
計画額 実績額 目標値 達成値

区分 事業名 事業の内容 備考

9
元気高齢者によると
ちぎケア・アシスタン
ト導入事業

元気高齢者を対象に、ケア・アシスタントの養成・マッチングを実施 5,580 5,556 ケア・アシスタント養成数：50人 ケア・アシスタント養成数：47人
27基金活
用

10
福祉系高校修学資金
貸付事業

福祉系高校の学生を対象に返済免除付き貸付を実施 42,194 7,549 新規貸付人数：270人 貸付人数：44人

11
介護分野就職支援金
貸付事業

他業種で働いていた人を対象に返済免除付き貸付を実施 62,595 23,488 新規貸付人数：200人 貸付人数：19人

「資質の向上」に関する事業

12
介護人材キャリア
アップ研修支援事業

介護職員が適切なキャリアパスやスキルアップを図るた
めの研修等を開催

6,272 5,340 研修受講者：3,000人 研修受講者：2,493人

①介護支援専門員に対する医療的知識習得研修の開催に
要する経費

1,536 1,536 研修修了者：300人 研修修了者：247人

②介護支援専門員研修指導者を養成するため、全国研修
会への受講者派遣、実務研修の実習指導者養成研修、介
護支援専門員資質向上研修の評価・改善のための検討会
議を実施

517 300

全国研修会受講者：２人
実習指導者養成研修受講者：100
人
介護支援専門員資質向上検討会開
催：２回

実習指導者養成研修受講者：272
人

14 離職者届出制度事業
離職者届出制度を運用し、潜在的有資格者の情報把握や
再就職に繋げるための復職支援・就職斡旋等を実施

3,644 3,580 離職した介護人材等の再就職支援
等　登録者　延べ700人

離職した介護人材等の再就職支援
等　登録者　延べ670人

①かかりつけ医を対象とした認知症診断の研修及び歯科
医師・薬剤師・看護師等を対象とした認知症ケアの研修
の開催

4,835 3,798

かかりつけ医認知症対応力向上研
修　180人
病院勤務医療従事者認知症対応力
向上研修　500人
歯科医師・薬剤師認知症対応力向
上研修
150人
看護職員認知症対応力向上研修
30人

かかりつけ医認知症対応力向上研
修　126人
病院勤務医療従事者認知症対応力
向上研修　75人
歯科医師・薬剤師認知症対応力向
上研修　　164人
看護職員認知症対応力向上研修
59人

②認知症対応型ｻｰﾋﾞｽ事業開設者研修、認知症対応型サー
ビス事業管理者研修、小規模多機能型サービス等計画作
成担当者研修、認知症介護指導者フォローアップ研修、
認知症介護基礎研修の開催

2,516 2,430

認知症対応型サービス事業開設者
研修：20人
認知症対応型サービス事業管理者
研修：80人
小規模多機能型サービス等計画作
成担当者研修：30人
認知症介護指導者フォローアップ
研修：１人
認知症介護基礎研修：150人

認知症対応型サービス事業開設者
研修　：５人
認知症対応型サービス事業管理者
研修　：36人
小規模多機能型サービス等計画作
成担当者研修：15人
認知症介護指導者フォローアップ
研修：１人
認知症介護基礎研修(eﾗｰﾆﾝｸﾞ)：
362人

③認知症サポート医を対象に、専門知識・技術修得のた
めの研修を開催するとともに、サポート医と認知症疾患
医療センター等との連携強化を図るための研修会を開催

5,973 4,458
認知症サポート医養成研修：35人
連携強化・フォローアップ研修：
150人

認知症サポート医養成研修：31人
連携強化・フォローアップ研修：
155人

16 市民後見推進事業
市町が実施する市民後見活動の組織体制の構築や、市民
後見人の養成・活用に関する検討会の開催等に対する助
成

525 407 市民講座等受講者：1,000人 市民講座等受講者：154人

13
介護支援専門員資質
向上事業

15
認知症ケア人材育成
研修事業
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介護分事業費（千円） アウトプット指標
計画額 実績額 目標値 達成値

区分 事業名 事業の内容 備考

「労働環境・処遇の改善」に関する事業

17
社会福祉施設新任職
員研修事業

介護事業所等新任職員を対象に、職員としての心構えの
理解や仕事の悩み等の共有・解消を図る研修を開催

250 143 研修参加者：100人 研修参加者：93人

①ＩＣＴを活用した医介連携ソフト（「どこでも連絡
帳」）の利用促進を図る講習会の開催

486 255 講習会参加者：延べ100人 講習会参加者：98人

②社会福祉施設長を対象に、組織管理や人材育成に係る
マネジメント、労働環境等に関する研修を開催

85 75 研修参加者：70人 研修参加者：40人

19
介護ロボット導入支
援事業

介護職員の負担軽減や効率化に資する介護ロボットの導
入経費の助成

19,500 19,545 導入台数：70台 導入台数：72台

20 ＩＣＴ導入支援事業
介護業務の効率化等に資するＩＣＴ機器の導入に要する
経費への助成

9,000 8,812 導入事業所：９事業所 導入事業所：13事業所

21
介護サービス事業者
等コロナ対応支援事
業

新型コロナウイルス感染症流行下における介護サービス
事業所等のサービス提供体制確保に要する経費への助成
等

897,836 892,984 補助事業所：683事業所 補助事業所：383事業所

合計 3,891,178 1,797,503

18
雇用管理改善・労働
環境整備支援事業
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